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令和 7 年度事業計画 

 

１． 事業方針 

わが国の経済は、内需を中心に底堅く成長すると予測されており、実質賃金の

上昇を受けて個人消費が持ち直すことや、底堅い企業業績を背景に設備投資の

拡大が続くことが挙げられる。 

しかし、米国のトランプ新政権の政策や地政学的混乱など海外経済の不確実性

は高く、景気が下押しされる恐れもあるため、日本が持続的な成長実現に向けて、

生産性を高められるかが注目されている。 

 

社会保障制度においては、国民の 5 人に 1 人が後期高齢者という超高齢化社

会により、社会保障全般（医療・年金・介護等）で公費負担が限界に達し、さま

ざまな問題が発生することが懸念されている。 

また、医療・介護分野だけでなく、あらゆる企業が人材不足と人件費の高騰に

直面し、企業側の負担も増加していくことから、社会保障制度における費用負担

と給付のバランスを見直し、国民の安定した生活保障という基本理念に基づい

た中長期的な社会保障制度の充実が求められている。 

 

 農業を取り巻く環境は大きく変化しており、基幹農業従事者の減少による深

刻な担い手不足、世界的な物価高騰や円安による生産資材価格の高止まりなど、

生産現場は営農継続が危ぶまれるほどの影響を受けており、消費者に対する農

産物の安定供給に支障をきたす危機的な状況となっている。 

 また、改正食料・農業・農村基本法を踏まえた食料安全保障の確保に向けた取

り組みや、頻発する自然災害や異常気象、今もって原発事故被災地における営農

再開や本県農畜産物に対する風評など、課題が山積している状況にある。 

 

このような中、令和 5 年度の共助会総合保険が赤字決算となったことから、

保険制度の見直しを行い、医療給付金以外の付帯サービスを変更・廃止すること

で、財政の安定化を目指すことを確認した。引き続き保険業法に基づき各種保険

給付を行うこととともに、会員へ周知を含めたサービスの提供と財政の安定化

に努めるものとする。 

 

２．重点推進事項 

（１）認可特定保険業の安定的な運営 

（２）公益事業の継続実施 

（３）資金の効率的運用と資金運用計画の策定 

（４）コンプライアンスと内部統制の確立 

（５）共助会・退職互助の未加入者（未加入団体）への加入推進 

（６）会員数の減少対策（役職員の加入推進） 

（７）高額療養費自己負担限度額改定による給付対策 
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令和7年度正味財産増減予算書

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで （単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

　　① 基本財産運用益 [  3,000 ] [  1,000 ] [  2,000 ] 基本財産10,000,000円

　　② 特定資産運用益 [  18,110,000 ] [  15,060,000 ] [  3,050,000 ] 定期預金1,022,500,000円・有価証券2,776,917,300円

　　③ 保険料収益 [  390,800,000 ] [  407,900,000 ] [ ▲ 17,100,000 ] 現職会員の保険料・預り金からの振替額

　　④ 雑収益 [  40,000 ] [  19,000 ] [  21,000 ]

　　　　　　受取利息   22,000  1,000   21,000 預金利息

　　　　　　雑収益   18,000  18,000   0

　　⑤ 戻入額 (  1,268,370,000 ) (  1,323,600,000 ) ( ▲ 55,230,000 )

　　           支払備金戻入額 [  87,350,000 ] [  80,770,000 ] [  6,580,000 ] （注1）

　　           責任準備金戻入額 [  1,181,020,000 ] [  1,242,830,000 ] [ ▲ 61,810,000 ] （注2）

        経常収益計   1,677,323,000    1,746,580,000   ▲ 69,257,000  

  (2) 経常費用       

　　① 事業費 [  1,654,420,000 ] [  1,738,770,000 ] [ ▲ 84,350,000 ]

　　　　　給付金 (  329,000,000 ) (  323,000,000 ) (  6,000,000 )

　　　　　　医療給付金   319,000,000  313,000,000   6,000,000 共助会・退職互助契約者会員への医療費

　　　　　　脱退給付金  2,000,000  2,000,000   0 旧共助会制度脱退時の給付金

　　　　　　解約返戻金   500,000  500,000   0 退職互助医療保険解約時の解約返戻金

　　　　　　結婚給付金   2,000,000  2,000,000   0 ＠20,000×100名

　　　　　　出産給付金   4,000,000  4,000,000   0 ＠20,000×200名

　　　　　　療養給付金   400,000  400,000   0 ＠10,000×40名

　　　　　　死亡給付金   500,000  500,000   0 共助会契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　　香典  600,000  600,000  0 退職互助契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　保健活動費 (  300,000 ) (  41,500,000 ) ( ▲ 41,200,000 )

　　　　　　健康管理活動助成   0  37,500,000  ▲ 37,500,000 検診料の助成（一般検診・人間ドック）※R7.4～廃止

　　　　　　PET検診助成給付金   300,000  4,000,000  ▲ 3,700,000 ＠30,000×10名（R7.3受診分）※R7.4～廃止

　　　　　公益事業費 (  3,600,000 ) (  3,600,000 ) (  0 )

　　　　　　支払助成金   3,600,000  3,600,000   0 医師・看護師養成事業への助成

　　　　　事業管理費 (  53,150,000 ) (  47,070,000 ) (  6,080,000 )

　　　　　　役員報酬   1,340,000  1,340,000   0 理事・監事・評議員報酬

　　　　　　給与手当   26,000,000  20,000,000   6,000,000 職員給料・諸手当・出向者給与

　　　　　　退職給付費用   1,960,000  2,560,000  ▲ 600,000 退職給付引当金繰入額

　　　　　　福利厚生費   3,870,000  3,800,000   70,000 健康保険、厚生年金他

　　　　　　会議費   890,000  790,000   100,000 理事会・評議員会他

　　　　　　旅費交通費   860,000  860,000   0 役職員旅費

　　　　　　通信運搬費   2,760,000  2,760,000   0 給付金振込手数料・為替振込手数料他

　　　　　　減価償却費  1,760,000  1,760,000  0 業務システム減価償却費

　　　　　　消耗什器備品費   3,000,000  2,650,000   350,000 コピー機利用料・機関誌・チラシ等印刷代他

　　　　　　賃借料   3,690,000  3,690,000   0 事務所賃借料他

　　　　　　保険料   310,000  260,000   50,000 個人情報保険他

　　　　　　委託費   5,960,000  5,850,000   110,000 保険計理人委託料・電算利用料・システム改善費・PCリース料他

　　　　　　雑費   750,000  750,000   0 新聞・雑誌等

　　　　　繰入額 (  1,268,370,000 ) (  1,323,600,000 ) ( ▲ 55,230,000 )

　　　　　　支払備金繰入額  87,350,000  80,770,000  6,580,000 （注1）

　　　　　　責任準備金繰入額  1,181,020,000  1,242,830,000 ▲ 61,810,000 （注2）

当年度 前年度 増　減

 ２



（単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

　　② 管理費 [  7,560,000 ] [  7,410,000 ] [  150,000 ] 法人運営や共通経費として総額の一定割合を計上

　　　　　　役員報酬  220,000  220,000  0

　　　　　　給与手当  3,600,000  3,300,000  300,000

　　　　　　退職給付費用  260,000  410,000 ▲ 150,000

　　　　　　福利厚生費  620,000  620,000  0

　　　　　　会議費  120,000  120,000  0

　　　　　　旅費交通費  140,000  140,000  0

　　　　　　通信運搬費  300,000  300,000  0

　　　　　　減価償却費  290,000  290,000  0

　　　　　　消耗什器備品費  330,000  330,000  0

　　　　　　賃借料  610,000  610,000  0

　　　　　　保険料  40,000  40,000  0

　　　　　　委託費  910,000  910,000  0

　　　　　　雑費  120,000  120,000  0

        経常費用計   1,661,980,000    1,746,180,000   ▲ 84,200,000  

        当期経常増減額   15,343,000    400,000    14,943,000  

 ２．経常外増減の部       

  (1) 経常外収益       

        経常外収益計   0    0    0  

　(2) 経常外費用       

        経常外費用計   0    0    0  

        当期経常外増減額   0    0    0  

　　　他会計振替額   0    0    0  

　　　　当期一般正味財産増減額   15,343,000    400,000    14,943,000  

　　　　一般正味財産期首残高  1,136,227,931    1,114,079,297    22,148,634  

　　　　一般正味財産期末残高   1,151,570,931    1,114,479,297    37,091,634  

Ⅱ　指定正味財産増減の部       

　　　　当期指定正味財産増減額   0    0    0  

　　　　指定正味財産期首残高   0    0    0  

　　　　指定正味財産期末残高   0    0    0  

Ⅲ　正味財産期末残高   1,151,570,931    1,114,479,297    37,091,634  

前年度 増　減当年度

（注1）支払備金戻入・繰入：前年度末における契約者会員の既発生未報告支払保険金の額。前年度末の繰入額を計上している。

（注2）責任準備金等戻入・繰入：前年度末における契約者会員の保険料積立金と異常危険準備金の額。前年度末の繰入額を計上している。

 ３



令和７年度正味財産増減予算書内訳表

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで
（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　① 基本財産運用益 ( 3,000 ) ( 3,000 )

　　② 特定資産運用益 ( 210,000 ) ( 8,400,000 ) ( 8,610,000 ) ( 9,500,000 ) ( 18,110,000 )

　　③ 保険料収益 ( 290,800,000 ) ( 100,000,000 ) 390,800,000 ) 390,800,000 )

　　④ 雑収益 ( 4,000 ) ( 27,000 ) ( 31,000 ) ( 9,000 ) ( 40,000 )

　　     　　受取利息 4,000 9,000 13,000 9,000 22,000

　　     　　雑収益 18,000 18,000 18,000

　　⑤ 戻入額 ( 126,290,000 ) ( 1,142,080,000 ) ( 1,268,370,000 ) ( 1,268,370,000 )

　　           支払備金戻入額 58,890,000 28,460,000 87,350,000 87,350,000

　　           責任準備金戻入額 67,400,000 1,113,620,000 1,181,020,000 1,181,020,000

  　　　経常収益計 417,304,000 1,250,507,000 1,667,811,000 9,512,000 1,677,323,000

　（２）経常費用

　　① 事業費

　　     　給付金 ( 245,900,000 ) ( 82,500,000 ) ( 328,400,000 ) ( 600,000 ) ( 329,000,000 )

　　     　　医療給付金 237,000,000 82,000,000 319,000,000 319,000,000

　　     　　脱退給付金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　     　　解約返戻金 500,000 500,000 500,000

　　     　　結婚給付金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　     　　出産給付金 4,000,000 4,000,000 4,000,000

　　     　　療養給付金 400,000 400,000 400,000

　　     　　死亡給付金 500,000 500,000 500,000

　　     　　香典 600,000 600,000

　　     　保健活動費 ( 300,000 ) ( 300,000 ) ( 300,000 )

　　     　　PET検診助成給付金 300,000 300,000 300,000

　　     　公益事業費 ( 3,600,000 ) ( 3,600,000 )

　　     　　支払助成金 3,600,000 3,600,000

　　     　事業管理費 ( 4,770,000 ) ( 29,640,000 ) ( 18,740,000 ) ( 48,380,000 ) ( 53,150,000 )

　　     　　役員報酬 130,000 780,000 430,000 1,210,000 1,340,000

　　     　　給与手当 2,360,000 14,800,000 8,840,000 23,640,000 26,000,000

　　　　　  退職給付費用 180,000 1,120,000 660,000 1,780,000 1,960,000

　　     　　福利厚生費 350,000 2,200,000 1,320,000 3,520,000 3,870,000

　　     　　会議費 80,000 510,000 300,000 810,000 890,000

　　     　　旅費交通費 80,000 500,000 280,000 780,000 860,000

　　     　　通信運搬費 200,000 1,200,000 1,360,000 2,560,000 2,760,000

　　     　　減価償却費 160,000 1,010,000 590,000 1,600,000 1,760,000

　　     　　消耗什器備品費 220,000 1,360,000 1,420,000 2,780,000 3,000,000

　　     　　賃借料 350,000 2,150,000 1,190,000 3,340,000 3,690,000

　　     　　保険料 30,000 170,000 110,000 280,000 310,000

　　     　　委託費 550,000 3,430,000 1,980,000 5,410,000 5,960,000

　　     　　雑費 80,000 410,000 260,000 670,000 750,000

　　　　　繰入額 ( 126,290,000 ) ( 1,142,080,000 ) ( 1,268,370,000 ) ( 1,268,370,000 )

　　     　　支払備金繰入額 58,890,000 28,460,000 87,350,000 87,350,000

　　     　　責任準備金繰入額 67,400,000 1,113,620,000 1,181,020,000 1,181,020,000

科　　　目 法人会計 合　　　計

実施事業等

会　　　計

 ４



（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

　　② 管理費 ( 7,560,000 ) ( 7,560,000 )

　　　　　役員報酬 220,000 220,000

　　     　給与手当 3,600,000 3,600,000

　　　　　退職給付費用 260,000 260,000

　　     　福利厚生費 620,000 620,000

　　     　会議費 120,000 120,000

　　     　旅費交通費 140,000 140,000

　　     　通信運搬費 300,000 300,000

　　     　減価償却費 290,000 290,000

　　     　消耗什器備品費 330,000 330,000

　　     　賃借料 610,000 610,000

　　     　保険料 40,000 40,000

　　     　委託費 910,000 910,000

　　     　雑費 120,000 120,000

  　　　経常費用計 8,370,000 402,130,000 1,243,320,000 1,645,450,000 8,160,000 1,661,980,000

  　　　当期経常増減額 ▲ 8,370,000 15,174,000 7,187,000 22,361,000 1,352,000 15,343,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0

        当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

　　他会計振替額

当期一般正味財産増減額 ▲ 8,370,000 15,174,000 7,187,000 22,361,000 1,352,000 15,343,000

　　一般正味財産期首残高 0 62,630,278 684,626,042 747,256,320 388,971,611 1,136,227,931

　　一般正味財産期末残高 ▲ 8,370,000 77,804,278 691,813,042 769,617,320 390,323,611 1,151,570,931

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 ▲ 8,370,000 77,804,278 691,813,042 769,617,320 390,323,611 1,151,570,931

科　　　目

実施事業等

会　　　計 法人会計 合　　　計

 ５


